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会 員 各 位 

（公社）成年後見センター・リーガルサポート

理 事 長  松 井 秀 樹 

再発防止策と不祥事事例概要について（お知らせ） 

日頃より、当法人の事業活動に対しご理解とご協力を賜り厚く御礼申し上げます。

さて、かねてより検討してまいりました「会員の不祥事を受けての再発防止策について」

が平成２７年３月２４日理事会で承認され、３月３０日公益認定等委員会へ提出いたしま

した。

つきましては、会員に対し、不祥事事例概要とともに送付いたしますので、ご高覧くだ

さいますようお願い申し上げます。

なお、再発防止策の主な項目は下記のとおりです。

１．業務報告の２か月超遅滞の会員を０にする。

２．危険因子が顕在化した会員の受託事件について、預金通帳・定期預金証書等の原本を

確認する。

３．全会員の事務所訪問等を行い、会員が受託している全件について、執務状況、特に通

帳等の管理状況の確認のほか、預金通帳・定期預金証書等の原本確認等を行う。

４．調査対象会員が拒否して原本確認できない等後見事務遂行に何らかの懸念が生じてい

る場合、その旨を家庭裁判所に情報提供し、家庭裁判所による審問、調査人の選任、

後見監督人の選任、後見人の追加選任等の立件・指示を促す。

５．危険因子が顕在化した場合の原本確認調査及び全件原本確認調査の原本確認調査を会

員が拒否した場合、司法書士会会長に対し、綱紀調査委員会へ調査付託する等の対応

を促す。

６．当法人は、当法人に対する業務報告の未報告により除名した会員について、司法書士

法第２条に抵触するものとして司法書士会に対し会長指導等を促したうえで、法務局

又は地方法務局長に対し、懲戒処分の申立てを行う。

 なお、近々に再発防止策に関する研修会（「指定研修」として新規名簿登載及び名簿更新

登載の要件とする。）を実施し、支部に収録した DVDを配布いたしますので、研修会への
参加もお願い申し上げます。

 当法人は、高齢者、障害者等の権利の擁護及び福祉の増進に寄与することを目的とした

公益社団法人であり、その会員が、被後見人の財産を横領することは許されないことであ

ります。

 このような横領事件が二度と起きないよう当該再発防止策を実施して、当法人の社会的

役割を果たしてまいりたいと考えておりますので、会員におかれましては、ご理解、ご協

力のほどよろしくお願い申し上げます。

以上
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